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1. 研究成果の概要

• 神戸に滞在している外国人が、感染症流行下・後において、期待し
ていること、必要としていること、不安に感じていることなどの意
識を明らかにした

• 7,500人の外国人に調査を郵送し、オンラインで639名から回答

• 言語、公衆衛生、防災、ゴミ出しなどの日常生活の課題を発見

• 調査デザイン上の知見FB＝郵送先の一部から詐欺と思われる
①神戸市マークや事前の広報の必要性
②オンライン回答より郵送返信の方が信頼度・回答率が高いか？

謝辞：回答してくださった方々に深
くお礼申し上げます



２. 研究成果の学術的意義や社会的意義

学術的意義

•自治体との共同研究におり、住民基本台帳から氏名と住所を入
手し、調査者に郵送するというリサーチデザインの特性

•上記方法により、日本人と比べて人口の少ない外国人を対象と
しても大きなサンプルサイズを確保

•ただし、神戸市の個人情報提供手続きに不備・課題があり、学
術機関側から自治体側へ助言の必要性

社会的意義

•今後ますます増える外国人への配慮と共生の実証データ入手



３. 研究開始当初の背景

•日本は新型コロナウィルス感染症流行によりほぼ停止していた
外国人の入国を2022年から徐々に再開

•多くの外国人が居住・訪問する神戸にとって、パンデミック下
あるいは後において外国人が安心かつ快適に居住する魅力的な
環境を再構築することは、神戸における外国人と日本人の共生、
神戸の文化・経済的発展に不可欠



4. 研究の目的

①新型コロナウィルス感染症流行において、神戸に居住する外国
人が直面している問題、安全・健康に暮らすために必要な支援を
把握し、外国人が神戸を居住・定住先に選ぶ可能性を高める政策
を提言する

②感染症流行前後で、日本人と外国人の両者が神戸で共生するた
めの施策を提示する



５. 研究の方法

• 7,500人の外国人に調査依頼を郵送

•オンラインで639名からの回答があった

•日英中韓越5か国語の調査画面を用意



６. 研究成果

•外国人の抱える従来からの問題とCOVID-19以降の問題を把握

•抱える問題は出身国、所得、年齢、家族状況で大きく異なる

•他の自治体（特に政令指定都市）との比較
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